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１．はじめに 

 日本国内におけるごみ有料化政策に関する研究は既に数多くなされてきた。先行の研究

の多くはごみ排出行動において空間的相関の存在を考慮していない。近年になり、空間計

量モデルを採用した日本に関する研究として I ch in o s e  e t  a l .(2015) ,  U su i  e t  

a l .(20 16)がある。 I c h in o s e  e t  a l . (2015)は 2005 年の 1798 自治体を対象とするクロ

スセクション分析、U su i  e t  a l . (2016)は 1998-2002 年の 2951 自治体を対象としたパ

ネルデータ分析である。しかしながらこれらの研究では、有料化政策に関してダミー変数

を用いており、実際の価格データを用いていない。本研究では、有料化の価格データを用

い、空間計量モデルを排出関数に適用し、有料制価格が排出量に与える影響を分析する。 

 

２．分析方法とデータ 

本研究では 2007-2016 年の関東地域（1 都 6 県）の自治体を対象に、空間的相関を考

慮したうえで単純従量制によるごみ排出量削減効果について実証分析を行う。ごみ排出量

のデータは環境省の「一般廃棄物処理事業実態調査」を、単純従量制の価格については電

話およびメールによる聞き取りを行った。従属変数については 1 日 1 人あたり合計ごみ

排出量、生活系排出量、事業系排出量、リサイクル率を採用した。空間計量モデルにおい

て必要とされる空間重み行列については、各自治体が隣接する場合に 1 を取るようなダ

ミー変数行列の行基準化したものを用いた。本研究では、関数形の推定を行う前に

L a gr a n g e  Mu l t ip l i e r 検定によるモデル選択を行った。検定の結果、空間ラグモデル

(Sp a t ia l  au t o r e g re s s i v e  m o d e l :  AR )が妥当と示されたため、以下の式を推計した。

加えて、比較のため空間誤差モデル、空間ダービンモデルについても推定を行った。 
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なお、W は空間重み行列、X i t はごみ袋価格及びその他コントロール変数を表している。 
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３．分析結果 

表 1 では複数の従属変数のうち、

合計ごみ排出量についての結果を記載

する。政策の説明変数として 1ℓ あた

りごみ袋価格と政策ダミーを用いた分

析を行った。結果として、単純従量制

を導入することでごみ排出量への削減

効果が有意であることが示された。ま

た、空間ラグ項 λ が正の相関をもつ

ため、ごみ排出量同士の空間的相関が

確認することもできた。S A R モデルは単純に固定効果モデルの推計結果と係数を比較で

きない。直接効果および間接効果は計算の結果、どちらも有意に負の符号となる。推計結

果を用いて、有料制の実施（有料制を実施している自治体の平均価格を用いた）による排

出量抑制効果を計算したところ、固定効果モデルでは 2.8%、他方で SAR では 3.3%の抑

制効果が示された。また、ダミー変数を用いた場合には固定効果では 4.1%、SAR では

4.0%の抑制効果であるとわかった。 

 

４．結論 

本研究では、空間的相関の存在を仮定した場合のごみ排出単純従量制の影響について、 

空間的相関を仮定しない場合との比較検討を行った。分析の結果、空間的相関が統計的に 

有意に正の相関をもつことが示された。したがってごみの合計排出量が少ない自治体どう

しが地理的に隣接するように分布していることから自治体間の環境削減活動における競争

による影響があることが分析の結果から示唆された。 
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表１ 回帰分析結果 

  F i xe d  SAR  F i xe d  SAR  
UB P 
p r i c e  

-
0 . 0 2 5 7 * * *  

( 0 . 0 0 5 )  

-
0 . 0 2 4 1 * * *  

( 0 . 0 0 5 )  

  

UB P 
d u m m y  

  -
0 . 0 4 2 0 * * *  

( 0 . 0 0 7 )  

-
0 . 0 4 1 0 * * *  

( 0 . 0 0 7 )  

λ   0 . 2 7 0 * * *  
( 0 . 0 2 3 9 )  

 0 . 2 7 2 * * *  
( 0 . 0 2 3 8 )  

N  24 70  24 70  24 70  24 70  

* * * p < 0 . 0 1 ,  * * p < 0 . 0 5 ,  * p < 0 .1  


